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道内景気は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに回復している。生産活動は弱め

の動きとなっている。需要面をみると、個人消費は、一部に弱い動きがみられるものの、緩

やかに持ち直している。住宅投資は弱めの動きとなっている。設備投資は、緩やかに持ち直

している。公共投資は、増加している。輸出は、弱含みとなっている。観光は、来道者数、

外国人入国者数ともに前年を上回ったが増勢が鈍化している。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年を下回った。消費者

物価は、３４か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
先行き判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～４か月連続で低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１０月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を８．８ポイン

ト下回る４０．５に低下した。横ばいを示す５０を

８か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を５．４ポイント上回る４７．５となった。横ばい

を示す５０は７か月連続で下回った。

９月の鉱工業生産指数は９２．２（季節調整済

指数、前月比▲０．９％）と４か月連続で低下

した。前年比（原指数）では＋４．３％と７か

月ぶりに上昇した。

業種別では、鉄鋼業等６業種が前月比低下

となった。金属製品工業等９業種が前月比上

昇となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１２月号
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百貨店 スーパー コンビニエンスストア
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３．百貨店等販売額～２か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車

千台 ％
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４．乗用車新車登録台数～２か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％
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５．札幌ドーム来場者～２か月ぶりに増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

９月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋９．０％）は、２か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋２６．５％）、スーパー（同

＋５．０％）ともに、すべての品目が前年を上

回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．２％）

は、１１か月連続で前年を上回った。

９月の乗用車新車登録台数は、１８，６０５台

（前年比＋１９．５％）と２か月連続で前年を上

回った。車種別では、普通車（同＋２１．９％）、

小型車（同＋１７．２％）、軽乗用車（同

＋１９．２％）となった。

４～９月累計では、９５，１６４台（前年比

＋３．５％）となった。内訳は普通車（同

＋８．１％）、小型車（同▲１．３％）、軽乗用車

（同＋４．１％）となった。

９月の札幌ドームへの来場者数は、３４３千

人（前年比＋１８．４％）と２か月ぶりに前年を

上回った。内訳は、プロ野球２６５千人（同

＋２４．４％）、サッカーの開催はなく、その他

が７８千人（同＋１，００７．７％）だった。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１２月号
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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4

６．住宅投資～３か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～４か月ぶりに減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～６か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

９月の住宅着工数は２，７３９戸（前年比

▲１３．１％）と３か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同＋９．５％）、貸家

（同▲２０．１％）、給与（同▲６２．７％）、分譲

（同▲２７．２％）となった。

４～９月累計では１９，５２３戸（前年比

▲５．６％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同＋５．２％）、貸家（同▲１７．８％）、

給与（同▲１０．８％）、分譲（同＋２８．６％）と

なった。

９月の民間非居住用建築物着工面積は、

１４８，４３３㎡（前年比▲２４．７％）と４か月ぶり

に前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲４９．０％）、非製造業（同▲２０．０％）であっ

た。

４～９月累計では、１，１２４，６３０㎡（前年比

＋３．２％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同▲０．９％）、非製造業（同

＋３．７％）となった。

１０月の公共工事請負金額は５４５億円（前年

比＋１８．６％）と６か月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（同＋３３．０％）、道（同

＋２４．５％）、市町村（同＋９．６％）、その他

（同＋４．９％）が前年を上回った。独立行政法

人（同▲２１．８％）が前年を下回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１２月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）

千人 ％
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９．来道者数～３か月ぶりに増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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その他港湾函館空港旭川空港新千歳空港 前年比（右目盛）
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１０．外国人入国者数～２か月ぶりに増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）

輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同）
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１１．貿易動向～輸出が２か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

９月の国内輸送機関利用による来道者数

は、１，３４３千人（前年比＋３２．０％）と３か月

ぶりに前年を上回った。輸送機関別では、航

空機（同＋３３．３％）、JR（同＋４１．５％）、

フェリー（同＋１０．２％）となった。

４～９月累計では、７，６１６千人（同

＋６．３％）と前年を上回っている。

９月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、９６，０４３人（前年比＋５．４％）と２か月ぶ

りに前年を上回った。４～９月累計では、

８８２，０００人（同＋１．３％）と前年を上回ってい

る。

空港・港湾別では、新千歳空港が８２，５８０人

（前年比＋７．７％）、旭川空港が１，３３４人（同

▲１１．０％）、函館空港が６，９９６人（同＋８．３％）

だった。

９月の貿易額は、輸出が前年比▲２７．４％の

２０７億円、輸入が同▲１２．９％の７６２億円だっ

た。

輸出は、有機化合物、鉱物性タール・粗製

薬品、自動車の部分品などが減少した。

輸入は、石油製品、石油ガス類、肥料など

が減少した。

輸出は、４～９月累計では１，５１７億円（前

年比▲２４．３％）と前年を下回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１２月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は２か月連続で減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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＝100.0

１４．消費者物価指数～３４か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

９月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．２６倍（前年比＋０．０４ポイント）と１１６

か月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比＋５．４％と２か月ぶ

りに前年を上回った。業種別では、医療・福

祉（同＋４．４％）、卸売業・小売業（同

＋８．０％）などが前年を上回った。宿泊業、

飲食サービス業（同▲７．５％）などが前年を

下回った。

１０月の企業倒産は、件数が１２件（前年比

▲２０．０％）、負債総額が２３億円（同▲５．２％）

だった。件数は２か月連続で前年を下回っ

た。

業種別では一次産業、製造業、卸売業、

サービス・他が各２件などとなった。

９月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０３．０（前月比＋０．３％）となっ

た。前年比は＋０．５％と、３４か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、９月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（９月１０日）時点で前月比、灯

油価格は値上がりし、ガソリン価格は値下が

りした。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１２月号
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7 ～ 9 月特別調査1～ 3月特別調査
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１．雇用の現状〈図１〉

・雇用人員判断DI（△６６、「過剰企業の

割合」－「不足企業の割合」）は前年同

水準となった。

人員が「不足」と回答した企業の割合

は７０％となり、依然として人手不足感が

強い状況が続いている。

２．人手不足対応等〈表４〉〈図２〉

（１）今年度以降の人手不足対応策

「中途採用強化」（６３％）、「業務の効率

化を進める」（４８％）、「新卒採用の強化」

（４０％）が上位を占めている。また、「中

途採用の強化」（６３％）、「省力化投資を行

う」（２３％）がそれぞれ前年から４ポイン

ト上昇した。

（２）今後の雇用方針＜図３＞

雇用方針DI（＋６１、「増員する企業の

割合」－「減員する企業の割合」）は前

年同期比３ポイント上昇した。

製造業（４６％）は前年比５ポイント低

下。非製造業（６７％）は前年比７ポイン

ト上昇した。

特別調査

続く人手不足感。７割の企業が人手不足と回答
道内企業の雇用の現状と人手不足対応等について

Ⅰ．雇用の現状と人手不足等の対応について＜要約＞

〈図１〉従業員の過不足感（雇用人員判断DI）

雇用人員判断DI
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（項 目） 要 点

�業種別の過不足感〈表１〉 製造業（△５１）が前年比４ポイント上昇する一方で、非製造業（△７２）
は２ポイント低下。特に運輸業、ホテル・旅館業は前年から大幅に低下。

�職種別の過不足感〈表２〉 全職種が前年並みで、技能職、営業販売職不足の傾向は変わらず。

�地域別の過不足感〈表３〉 道央（△６０）が前年比９ポイント上昇する一方で、道東（△７８）で１４ポ
イント、道南（△６７）で７ポイント低下。

（n＝４０３） （単位：％）

札幌市 道 央 道 南 道 北 道 東

５ ７ ２ ２ ０

（１） （－） （－） （－） （－）

（５） （７） （２） （２） （－）

２７ ２６ ２８ ２４ ２２

６８ ６７ ７０ ７５ ７８

（５５） （５４） （６０） （５４） （６９）

（１３） （１３） （９） （２０） （８）

△６２ △６０ △６７ △７３ △７８

△６２ △６９ △６０ △７５ △６４

（n＝４０３） （単位：％）

（項 目） 一般事務 営業販売職 技能職 その他

� 過 剰 ５ ３ ２ ４

（かなり過剰） （０） （－） （－） （０）

（やや過剰） ５ ３ ２ （３）

� 適正である ７８ ５１ ３２ ６１

� 不 足 １７ ４７ ６７ ３５

（やや不足） （１６） （４０） （５４） （２９）

（かなり不足） （０） （７） （１３） （７）

雇用人員判断DI�－� △１２ △４４ △６５ △３１

前年同時期 雇用人員判断DI △１２ △４５ △６５ △３３

１．雇用の現状

〈表３〉地域別の過不足感
（雇用人員判断DI）〈表２〉職種別の過不足感（雇用人員判断DI）

（n＝４０３） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

� 過 剰 ４ ６ ２ ５ ６ １５ ３ ２ ７ ８ ０ ０ ０

（か な り 過 剰） （０）（－）（－）（－）（－）（－）（０）（１）（－）（－）（－）（－）（－）

（や や 過 剰） （４）（６）（２）（５）（６）（１５）（３）（１）（７）（８）（－）（－）（－）

� 適 正 で あ る ２６ ３７ ４０ ３２ ３４ ４０ ２１ １２ ２７ ３１ １０ ７ ３０

� 不 足 ７０ ５７ ５７ ６３ ６０ ４５ ７６ ８６ ６６ ６１ ９０ ９３ ７０

（や や 不 足） （５７）（４６）（４５）（５８）（４９）（３０）（６２）（７１）（６３）（４５）（７１）（７１）（５５）

（か な り 不 足） （１３）（１１）（１２）（５）（１１）（１５）（１４）（１５）（３）（１６）（１９）（２１）（１５）

雇用人員判断DI�－� △６６ △５１ △５５ △５８ △５４ △３０ △７２ △８４ △５９ △５３ △９０ △９３ △７０

前年同時期 雇用人員判断DI △６６ △５５ △５１ △５６ △６５ △４２ △７０ △８１ △５２ △６０ △７６ △７９ △７６

〈表１〉業種別の過不足感（雇用人員判断DI）

特別調査
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：雇用の現状と人手不足の対応等について
回答期間：２０１９年８月中旬～９月上旬
本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「増員する企業の割合」－「減員する企業の割合」

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�中途採用強化
① ① ① ① ① ① ① ① ① ③ ① ② ①
６３ ６６ ６１ ５３ ７９ ６７ ６２ ６５ ６１ ４２ ７１ ４６ ７７
（５９） （５２） （５６） （２９） （５７） （５４） （６２） （７２） （５４） （５１） （６３） （６８） （６１）

�業務の効率化を進める
② ② ② ② ② ② ② ① ② ③ ②
４８ ５７ ５５ ４１ ７０ ５０ ４５ ３９ ４６ ４７ ５５ ３９ ５０
（４５） （４８） （４４） （５７） （４３） （５４） （４３） （４０） （４９） （３６） （５３） （４２） （４４）

�新卒採用強化
③ ② ③ ③ ② ②
４０ ３６ ３４ ４７ ３９ ２２ ４１ ５１ ３０ ３６ ３２ ３９ ５０
（４０） （４０） （２８） （４３） （４３） （５０） （４０） （５５） （３９） （３２） （２５） （３２） （３４）

�定年延長や再雇用等によ
る雇用延長

④ ③ ③ ② ③
３５ ３７ ４０ ３５ ２７ ５０ ３５ ４３ ２７ ３８ ３９ ２３ ２５
（３３） （３０） （３４） （２９） （２７） （２９） （３４） （４０） （３０） （２８） （５０） （３２） （２２）

�募集賃金を引き上げる
⑤ ③ ② ① ①
３４ ３７ ３７ ４７ ３９ ２２ ３３ ２９ ３２ ４７ １０ ６９ ３２
（３４） （３６） （３８） （２１） （３８） （３８） （３３） （２７） （３３） （３８） （１９） （６３） （３４）

�募集時の処遇・労働条件
を改善

③
２８ １８ １６ １８ １８ ２２ ３２ ３０ ３４ ２９ ２９ ３１ ３９
（２５） （１９） （２５） （１４） （１９） （１３） （２７） （２８） （１６） （３２） （２８） （３２） （３２）

�採用対象の拡大
③

２５ ２６ ２９ ２４ ２７ ２２ ２５ ２７ ２３ ２２ ４２ ８ ２１
（２５） （２２） （２８） （７） （２７） （１７） （２６） （３２） （１８） （２８） （２５） （３２） （２０）

	社内人材の多能工化 ２３ ２１ １１ ２９ ３０ １７ ２３ ２２ ２１ ２２ １３ ３９ ３２
（２２） （２７） （１９） （３６） （３５） （２１） （２０） （１９） （２８） （１３） （９） （２６） （２２）

	省力化投資を行う ２３ ２９ ３２ ２４ ２７ ３３ ２０ １７ ２５ １１ ２６ ２３ ２３
（１９） （２８） （４１） （２９） （２４） （１７） （１６） （１７） （１２） （１５） （１９） （２６） （１５）


非正社員から正社員への
登用

１４ １３ １６ １２ １２ １１ １４ ８ １３ １８ １６ ３１ １６
（１６） （１５） （１３） （０） （１１） （３３） （１６） （８） （７） （２６） （１３） （４２） （２７）

�社内人材を再教育・再配
置

１１ １７ １６ １８ ２７ ０ ９ ５ ２ ９ １６ ３９ １１
（１４） （１３） （６） （１４） （１９） （１３） （１５） （８） （２５） （１７） （６） （２６） （１５）

�周辺業務の外部委託化 １１ １４ １３ １８ １８ ６ １０ １０ ９ ７ １６ ８ １１
（１０） （９） （２２） （７） （５） （０） （１０） （８） （１６） （６） （９） （５） （１０）

�社内人材を配置転換 ９ １４ １８ １２ １５ ６ ７ ２ １１ ７ ３ ８ １４
（１０） （１０） （９） （１４） （１４） （４） （１０） （４） （１１） （１９） （６） （２１） （７）

事業の縮小・見直し ６ ５ ８ ６ ３ ０ ６ ４ ０ １３ １３ ０ ９
（４） （２） （６） （０） （０） （０） （５） （４） （７） （６） （３） （１１） （０）

�非正社員の活用 ５ ６ ３ ６ ９ ６ ４ ４ ２ ７ ３ ０ ９
（６） （８） （９） （０） （８） （１３） （５） （２） （５） （６） （０） （５） （１２）

�既存人材の時間外労働を
増加

５ ７ ８ １８ ３ ０ ４ ４ ２ ４ ０ １５ ５
（３） （２） （０） （０） （０） （８） （４） （２） （２） （２） （３） （２１） （２）

�（出産・育児等）離職者
の呼び戻し・優先採用

４ １ ０ ０ ３ ０ ５ ２ ５ ４ ０ １５ ９
（２） （２） （３） （０） （０） （４） （３） （０） （４） （４） （６） （０） （２）

�その他 ２ ２ ３ ６ ０ ０ ２ ２ ４ ０ ０ ０ ０
（２） （１） （０） （０） （３） （０） （２） （１） （４） （２） （３） （０） （０）

○内数字は業種内順位、（ ）内は前回調査

２．人手不足対応等
（１）今年度以降の人手不足対応策（複数回答）
〈表４〉今年度以降の人手不足対応策
（n＝３７８） （単位：％）

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ４０５ １００．０％
札幌市 １４９ ３６．８ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９４ ２３．２
道 南 ４３ １０．６ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５９ １４．６ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６０ １４．８ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６９１ ４０５ ５８．６％
製 造 業 １９３ １１７ ６０．６
食 料 品 ６８ ４２ ６１．８
木 材 ・ 木 製 品 ３１ ２０ ６４．５
鉄鋼・金属製品・機械 ５９ ３５ ５９．３
そ の 他 の 製 造 業 ３５ ２０ ５７．１
非 製 造 業 ４９８ ２８８ ５７．８
建 設 業 １３９ ８５ ６１．２
卸 売 業 １００ ６０ ６０．０
小 売 業 ９１ ５１ ５６．０
運 輸 業 ５１ ３１ ６０．８
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １４ ４０．０
その他の非製造業 ８２ ４７ ５７．３

業種別回答状況

特別調査
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58

29

△5

（n＝２４７） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�正社員 ９６ ９５ ８２ １００ １００ １００ ９７ １００ ９７ ９３ １００ ８０ ９７
（９３）（８９）（６８）（８６）（１００）（１００）（９４）（９８）（８６）（１００）（９６）（８２）（９２）

�パート・アルバイト ２８ ３９ ８２ １３ １９ ３０ ２４ １３ １０ ４１ ２４ ６０ ３６
（３１）（４８）（７４）（２９）（３０）（５０）（２５）（１２）（２９）（４２）（１３）（８２）（３２）

�派遣社員 ５ ９ ６ １３ ５ ２０ ４ １ ３ － ５ １０ １２
（５）（８）（５）（－）（９）（１７）（３）（３）（４）（－）（－）（２７）（－）

（ ）内は前年調査

（項 目） 要 点

�今後の雇用方針 〈表５〉
全業種（＋６１）で前年同期比３ポイント上昇。非製造業は全業
種で前期比上昇。

�雇用形態 〈表６〉
「正社員」（＋９６）は前年比３ポイント増加、パート・アルバイ
ト（＋２８）は前年比３ポイント低下。

（２）今後の雇用方針

〈表６〉増員分の雇用形態（複数回答）

〈図３〉今後の雇用方針（雇用方針DI）

今後の雇用方針DI

（n＝４０４） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�人員を増加する ６３ ４９ ４３ ４０ ６０ ５０ ６８ ８５ ５３ ５３ ７４ ７１ ７０
（５９）（５４）（５７）（４４）（５８）（５０）（６１）（７８）（５１）（３７）（７３）（６８）（５９）

�現状維持とする ３５ ４９ ５７ ５５ ４０ ４０ ３０ １４ ４３ ４３ ２６ ２９ ３０
（４０）（４４）（３７）（５６）（４３）（４６）（３８）（２１）（４８）（６２）（２７）（３２）（４１）

�人員を削減する ２ ３ － ５ － １０ ２ １ ３ ４ － － －
（１）（３）（６）（－）（－）（４）（１）（１）（２）（２）（－）（－）（－）

雇用方針DI�－� ６１ ４６ ４３ ３５ ６０ ４０ ６７ ８３ ５０ ４９ ７４ ７１ ７０

前年同時期 雇用方針DI ５８ ５１ ５１ ４４ ５８ ４６ ６０ ７７ ４９ ３５ ７３ ６８ ５９
（ ）内は前年調査

〈表５〉今後の雇用方針

特別調査
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今回の調査では、道内企業の人手不足対応（複数回答）として「中途採用強化」、「業務の

効率化」、「雇用の延長」、「募集時の処遇」、「労働条件の改善」「省力化投資」などの割合が前

年より増加しました。企業は幅広い対応で人材の確保を進めています。一方、直面する課題

として「社員の定着率を上げるための方法を考えなければならない」、「教育体制が不足して

いる」などの声が多く聞かれました。

以下で、企業から寄せられた生の声をご紹介いたします。

１．製造業

２．建設業

３．卸売業

＜食品製造業＞ 新規採用者の定着率が悪
い。新入社員教育をしっかり行っているつも
りだが、退職者が多くなっている。定着率を
上げるための方法を検討していく。

＜食品製造業＞ 大企業と中小零細企業の人
材確保に格差が生じている。中小零細企業に
は厳しい環境となってきている。大企業には
ない魅力を前面に打ち出していくことが必要
である。

＜輸送用機械器具製造業＞ 新卒採用は理系
大卒技術者の内定辞退により、２０２０年の大卒
入社はゼロの見込み。高卒は工業高校から予
定通りに採用を確保できる見込み。中途採用
とアルバイトはハローワーク、求人情報誌を
活用し求人を行っている。応募者はシニアも
しくは身障者が１～２名来る程度である。ま
た、人材派遣会社からの紹介も不調で、人手
不足解消には至ってない。今後は専門アドバ
イザーの派遣を依頼中で、人手不足解消策を
検討していく予定である。

＜金属製品製造業＞ 昨年度は新規、中途採
用共にゼロである。来年度へ向けての応募も
いまだなし。リクルートに向けた投資（企業
PR動画、パンフレット）や社内見学、イン
ターンシップの受け入れ強化、離職者への声
かけ、学校との連携等、重要課題として優先
的に取組む必要がある。

＜窯業・土石製品製造業＞ 当社業界は雪の
ない時期は土曜日・祝日は出勤であり、それ
に加え残業、早出など厳しい労働環境となっ
ている。これを解消しなくては他の業界に人
員を取られてしまう。建設関連業界をあげて
この問題に取組まなければならない。

＜職別工事業＞ 技術の承継を進め、段階を
設定しての社員教育を実施する。新規雇用が
難しい中で、離職率を下げていくために社内
環境の整備を進めていく。

＜電気工事業＞ 新卒採用者の確保が年々厳
しくなっており、若年層の技術者不足が懸念
される。技術職の各年代層の構成を考慮する
と将来的に技術者の不足が見込まれる。高齢
化に伴う健康管理や、意識を向上させるため
の時間とコストが大きな負担になりつつあ
る。

＜一般土木建築工事業＞ 採用コストの上昇
や採用業務負担が増大している。また、新規
人材への教育体制も不足しており、将来の見
通しに不安がある。

＜飲食料品卸売業＞ 卸売市場の特殊性から
勤務時間や休日の変則性など働き方改革に取
組むべき項目が多い。このような面から新卒
採用は他業種に比べ不利な状況である。

経営のポイント

社員の定着率向上や教育が課題
〈企業の生の声〉

― １０ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１２月号
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４．小売業

５．運輸業

６．宿泊業

７．その他非製造業

＜飲食料品卸売業＞ 将来にわたり勤務して
くれる新入社員であればよいが、最近は賃金
の高い企業への転職が多くなっている。会社
としては、業務の効率化を進め、既存社員の
賃金を手厚くするように心がけている。

＜建築材料卸売業＞ 若手の採用や教育が思
うように進まない。

＜建築材料卸売業＞ 教育費（旅費、講師
費、テキスト代等）の出費が増加している
が、教育の成果がでるのは数年先であり、効
果は現時点では得られていない。一般事務系
の採用は問題ないが、営業職での採用は難し
い状況である。個人の時間や家族との時間を
優先する傾向が強く、客先対応優先の営業職
は敬遠されている。

＜機械卸売業＞ 当社の業務は技術力を要す
る為、工業系高校や専門学校へ直接求人活動
を展開しているが、適切な人材に恵まれな
い。既存社員の教育訓練を強化して、技術
力、生産性の向上を図っていく。

＜その他卸売業＞ ハローワークへの募集だ
けでは人手不足は解消できない状況である。
また、新卒者への教育がなかなかできない。

＜その他卸売業＞ 人員規模からも新卒者を
一から教育・育成していくだけの体力・能力
は無いため、中途入社のみの採用としてい
る。将来の退職者補充に備えた中途採用募集
を行なったが極めて低調であった。

＜自動車販売店＞ 若手を雇用して教育する
方法が５年目を迎え、２０代、３０代の人数が増
え徐々に戦力となってきている。

＜道路旅客運送業＞ 慢性的な人員不足が続
いている。専門家や職員などから様々な意見
を取り入れ、少しでも人員確保できるよう検
討している。

＜旅館・ホテル＞ 今春から一部業務にRPA
（Robotic Process Automation／ロボティッ
ク・プロセス・オートメーション）を導入。
今後はさらに導入拡大を進め人員不足に対応
予定である。

＜土木建築サービス業＞ 事務職などの応募
については問題ないが、施工管理など３Kの
イメージがあるものについては応募者が少な
くかなり苦戦している。そのため、ハロー
ワークのみの募集から有料の求人媒体を使用
したものに切り替えて募集をかけている。人
に関する採用コストがここ数年で非常に高く
なっている。

＜その他技術サービス業＞ 新卒者の成長が
今までと比べてかなり遅くなってきている。
生産の方は成果方式で賃金を決めているが、
固定給にシフトする方向で検討している。新
卒者の定着率を維持するための施策が新たに
必要である。経験者を中途で採用しても即戦
力になる社員が少ない。

経営のポイント

― １１ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１２月号
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１．働き方改革への取組について

（１）働き方改革への取組状況〈図表１〉
「取組んでいる」（７５％）、「取組み検討

中」（２２％）、「取組む予定なし」（３％）と
なった。業種別をみるとホテル・旅館業
（９１％）、建設業（８０％）、運輸業（８０％）
は、「取組んでいる」が８割を超えてい
る。
（２）取組んでいる内容について〈図表２〉
「年次有給休暇」（９０％）、「長時間労働

の是正」（６６％）、「意識改革」（４６％）が上
位となっている。
（３）取組内容の効果について〈図表３〉
「年次有給休暇」（７２％）、「ダイバーシ

ティの推進」（６８％）、「長時間労働の是
正」（６７％）が上位。「同一労働・同一賃
金」以外で効果ありの回答が５割以上と
なっている。

２．今後予定している取組〈図表４〉

「年次有給休暇の取得」（５９％）、「意識
改革」（５０％）、「長時間労働の是正」
（４８％）が上位となっている。

３．取組にあたっての経営上の課
題〈図表５〉

「人手不足」（６５％）、「コスト増加」
（５０％）、「労働時間の減少」（３５％）が上
位となっている。

法律のポイント
施行日

２０１９年４月 ２０２０年４月 ２０２１年４月 ２０２２年４月 ２０２３年４月 ２０２４年４月

１

時間外労働の上限規制（３６協定の様式変更）
時間外労働の上限原則は１ヶ月４５時間、１年３６０時間以内となります。
臨時的な特別の事情がある場合であっても以下の範囲内でなければなりません。
単月１００時間未満（休日労働含）、複数月平均８０時間以内（休日労働含）、
年７２０時間以内、月４５時間を超えられるのは年６回以内。

２ 中小企業の割増賃金率の引き上げ（適用猶予の廃止）
月６０時間を超える時間外労働の割増賃金率について、中小企業も５０％割り増しとなります。

３
年５日の年次有給休暇の取得（企業に義務づけ）
年１０日以上の年休が付与される労働者に対して、１年間の内に５日分の年休を時季を指定し
て取得させなければなりません。

４
フレックスタイム制の拡充
従来１ヶ月以内であった清算期間の上限が３か月以内となりました。清算期間が１か月を超
える場合には監督署への労使協定の届出が必要となります。

５
高度プロフェッショナル制度の創設
ごく限定された高所得の高度専門職に限り、法律に定める企業内手続きを経た上で、労働時
間等に関する規程の適用除外を受けられる制度です。

６
産業医・産業保健機能の強化
事業者は、産業医が労働者の健康管理等を適切に行うために必要な情報を提供しなければな
りません。また、産業医の活動と衛生委員会との関係が強化されます。

７
長時間労働に対する面接指導対象者の拡大
医師の面接指導対象者について「１週間当たり４０時間を超える労働時間が１ヶ月当たり月８０
時間を超え、かつ、疲労蓄積が認められる労働者」に範囲が拡大されます。

８
労働時間の客観的な把握の義務づけ
裁量労働制を適用される人や管理監督者も含め、すべての人の労働時間の状況が、客観的な
方法その他の適切な方法で把握されるよう法律で義務づけされます。

９
時間インターバル制度（努力義務）
勤務時間インターバル制度（1日の勤務終了後、翌日の出社までの間に、一定時間以上の休
息時間を確保する制度）の導入努力義務となります。

１０
不合理な待遇差の解消規定
非正規労働者（パートタイム、有期労働者、派遣労働者）について、雇用形態による不合理
な待遇差が禁止されます。

１１
労働条件の説明義務
非正規労働者から正規労働者との待遇差について説明を求められた場合、その内容、理由に
ついて説明しなければなりません。

臨時調査

全業種の７５％が取組を実施
働き方改革への取組について

＜ 要 約 ＞

◆働き方改革推進関連法の概要と施行日一覧表（資料：厚生労働省資料より２１総研作成）

大企業

中小企業

自動車運転者、建設業、医師など

中小企業

大企業

中小企業

派遣業者

大企業

中小企業

― １２ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１２月号
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（n＝３９１） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�取組んでいる ７５ ７０ ７３ ５５ ７４ ７０ ７６ ８０ ７０ ６４ ８０ ９１ ８７

�取組み検討中 ２２ ２７ ２４ ３５ ２６ ３０ ２０ １９ ２５ ２８ ２０ ０ １１

�取組む予定なし ３ ３ ３ １０ ０ ０ ４ １ ５ ８ ０ ９ ２

〈図表１〉取組状況

臨時調査
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取組内容 取組内容の効果
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（n＝２９１） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�年次有給休暇の取得 ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①
９０ ９３ ９３ ９１ ９６ ８６ ９０ ９６ ８５ ７５ ９６ ８０ ９５

�長時間労働の是正 ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ②
６６ ５６ ５７ ３６ ６０ ６４ ７０ ７２ ６７ ５９ ８８ ７０ ６９

�意識改革 ③ ③ ③ ② ③ ③ ③ ③ ③ ③ ③ ③
４６ ４４ ４０ ３６ ４８ ５０ ４７ ５８ ３３ ３８ ５０ ５０ ４９

�業務プロセスの見直し ③
２５ ２４ ２３ ２７ ２８ １４ ２６ １５ ４１ １９ ３３ ４０ ２８

�設備投資による業務の効
率化 ２５ ２９ ３０ ２７ ２４ ３６ ２３ ２４ ２３ ２２ ３３ ０ ２３

�ダイバーシティの推進 １９ １６ １７ ２７ １２ １４ ２０ ９ ３３ １９ ２１ ３０ ２６

�同一労働・同一賃金 ７ ９ １３ ９ ４ ７ ７ ４ １０ ９ ０ １０ ８

	柔軟な働き方 ５ ３ ３ ０ ０ ７ ６ １ ５ ３ ０ ２０ １５


その他 １ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ３ ０ ４ ０ ０

（n＝２９１） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�年次有給休暇の取得 ① ② ① ① ③ ① ② ①
７２ ７２ ６８ ６０ ８３ ６７ ７２ ７０ ７３ ７５ ６５ ８８ ７３

�ダイバーシティの推進 ② ③ ② ① ③ ① ① ③
６８ ６９ ８０ １００ ３３ ５０ ６７ ６７ ４６ １００ ８０ ６７ ７０

�長時間労働の是正 ③ ③ ③ ② ② ③ ② ① ③
６７ ６７ ７６ ７５ ６０ ５６ ６８ ６３ ５８ ７４ ７１ １００ ７０

�設備投資による業務の効
率化

① ① ① ②
６５ ７８ ８９ １００ ６７ ６０ ５９ ５６ ５６ ７１ ５０ ０ ６７

�業務プロセスの見直し ③ ①
５３ ４７ ５７ ３３ ５７ ０ ５５ ４０ ５６ ５０ ３８ ７５ ７３

�意識改革 ③ ③ ③
５０ ６０ ５０ ７５ ５８ ７１ ４７ ５１ ２３ ２５ ６７ ６０ ５３

�柔軟な働き方 ① ① ①
５０ ５０ ０ ０ ０ １００ ５０ １００ ０ ０ ０ １００ ５０

	同一労働・同一賃金 ① ① ①
４８ ４３ ２５ ０ １００ １００ ５０ １００ ５０ ３３ ０ １００ ０


その他 １００ ０ ０ ０ ０ ０ １００ ０ １００ ０ １００ ０ ０

〈図表２〉取組内容（複数回答）

〈図表３〉取組内容の効果（複数回答）

臨時調査

― １４ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１２月号
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（n＝８７） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�年次有給休暇の取得 ① ① ① ① ① ① ① ① ② ② ② ① ②
５９ ６４ ７４ ５３ ５６ ７２ ５６ ６４ ５６ ５６ ５２ ５４ ４６

�意識改革 ② ③ ② ② ② ③ ① ① ① ②
５０ ４５ ４７ ４２ ３８ ５６ ５２ ４１ ６０ ６７ ５９ ３８ ４６

�長時間労働の是正 ③ ② ② ① ③ ③ ③ ② ③ ② ①
４８ ５０ ５０ ５３ ４１ ６１ ４７ ５７ ４０ ４１ ４１ ４６ ４９

�業務プロセスの見直し ② ③ ③
３４ ３８ ２９ ２１ ５３ ５０ ３２ ２３ ４２ ４４ ３７ ３１ ２４

�設備投資による業務の効
率化

② ② ②
３２ ４２ ５０ ４２ ３８ ３３ ２８ ２０ ４０ １８ ２６ ４６ ３４

�ダイバーシティーの推進 １９ １９ ２６ １６ １３ １７ １９ １３ ２３ ２６ １９ ２３ １７

�同一労働・同一賃金 １６ １３ １８ １６ １３ ０ １７ １１ １９ ２１ １１ ２３ ２７

	柔軟な働き方 １０ ８ ５ ２６ ３ ６ １１ ４ ８ １５ １５ ３１ １５


その他 １ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ７ ０ ０

（n＝３６８） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人手不足 ① ① ② ② ① ① ① ① ① ① ① ① ②
６５ ５４ ５１ ４５ ６４ ５３ ７０ ７８ ５０ ６５ ７５ ８６ ７２

�コストの増加 ② ② ① ① ② ① ② ③ ① ② ① ② ②
５０ ５７ ６９ ６５ ３９ ５３ ４７ ４２ ５０ ５１ ６１ ５７ ３７

�労働時間の減少 ③ ③ ③ ②
３５ ３２ ３３ ２０ ３０ ４２ ３６ ４２ ４２ ２８ ３２ ４３ ２８

�経営陣と従業員との認識
の違い ３５ ２８ ２３ ２５ ３０ ３７ ３８ ４１ ４８ ３３ ２９ ２１ ３７

�管理職への負担増 ３１ ３０ ３１ ４０ ３０ １６ ３２ ３２ １４ ２８ ５０ ２１ ４７

�制度変更に対するノウハ
ウ不足 ２０ １４ １０ １０ １８ ２１ ２２ １８ ３０ ２６ １４ １４ ２３

�その他 １ １ ３ ０ ０ ０ １ ０ ４ ０ ０ ０ ０

〈図表４〉今後予定している取組（複数回答）

〈図表５〉取組にあたっての経営上の課題（複数回答）

臨時調査
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今回の調査では、働き方改革への取組状況は「取組んでいる」が７５％となりました。しか

し、「働き方改革」により、人手不足、労働時間の減少から企業経営に影響が出ているな

ど、厳しい声も聞かれました。一方、「職場で対策委員会を設置し社員とともに進めてい

る」、「業務プロセスなどを見直し成果が出ている」などの前向きな声も聞かれました。

以下で、企業から寄せられた生の声をご紹介いたします。

１．製造業 ２．建設業

＜木材・木製品製造業＞ 「働き方改革」な
どの影響もあり、働く環境の整備が必要なこ
とや労働時間の短縮、休暇取得などの影響で
実質的な賃金が上昇するなど経営としては厳
しい方向にある。

＜木材・木製品製造業＞ 国の施策として受
け止めているが、企業経営への影響は大き
い。もっと長期間での対応が必要である。

＜金属製品製造業＞ 受注時期の偏りがあ
り、残業での対応となっている。また、社員
の貴重な収入源でもある。残業をせず社員の
年収の確保と会社の売上の確保ができる体制
にはない。本改革は大企業・中企業向けで、
零細企業には不向きである。

＜印刷業＞ 受注低迷の中で、働き方改革を
進める対策職場委員会を設け社員と共に進め
ている。

＜窯業・土石製品製造業＞ 労働時間の短縮
については困難である。自社だけではどうし
ようもなく、取引先の変化がない限り実現は
不可能である。

＜一般土木建築工事業＞ 公共工事について
は発注者側の協力もあり、週休二日制が取得
できる発注が増加しており、休日出勤などの
労働時間が大幅に減少した。一方、民間受注
については発注者側の理解を得るのが難しい
状況である。

＜一般土木建築工事業＞ 北海道の建設業界
は稼働できる時期が限られている。働き方改
革による、労働時間の減少は中小零細企業に
とっては経営が成り立たなくなる。

＜一般土木建築工事業＞ 今春から有給休暇
の取得について全社員に説明した。現在順調
に取得しており年度末までに全員取得の予定
となっている。建設業の働き方改革について
は５年間の猶予はあるが、建設需要と供給の
バランスが合わなくなっており、長時間労働
が今後５年間で解消できるとは考えにくい。

＜一般土木建築工事業＞ 工事の進行度によ
り調整しながら長時間労働の是正を進めてい
る。しかし、時間がかかる問題である。

＜建築工事業＞ 顧客との関連など社内外で
の取り組みを行う事が大切で、社外の理解が
無ければ進みにくい。社会的に取り組む流れ
のある今やらなければ、取り残されてしまう
のも事実なので、手探りではあるが、少しず
つ手を付けている。

経営のポイント

働き方改革の取組進む一方で経営に影響も
〈企業の生の声〉

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１２月号
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３．卸売業

４．小売業

５．運輸業

６．宿泊業

７．その他非製造業

＜飲食料品卸売業＞ 働き方改革を進めるに
は、人手不足であり外国人の雇用を考えなく
てはいけない。しかし、弊社が外国人を雇用
できるのか不明であり、調査中である。

＜機械卸売業＞ 残業時間短縮やなるべく休
日出勤を減らす等の努力はしているものの、
当社のような零細企業では繁忙期は工事等を
セーブせざるをえず、売上は減少し、顧客
サービスの低下を招く。零細企業には働き方
改革の制度に無理がある。

＜機械卸売業＞ 働き方改革の必要性につい
ては認識しているつもりだが、中小企業にお
いては経済環境が不透明ななか一朝一夕には
進まないという事も理解してほしい。

＜その他卸売業＞ ３年位前から業務プロセ
スを見直し、業務分担の多元化などに取組ん
できた。結果は全社員が有休休暇を満度取得
でき、繁忙日でも１９時までに退社出来てい
る。しかし、一層の業務効率化・生産性向上
を両立すべく、営業社員全員にタブレットを
配備、またWeb会議の導入などにも注力して
いる。

＜食品小売業＞ パート主力の状況のなかで
の休み拡大など、人手不足のなか経営してい
ることの実態が理解されていない。長時間働
き稼ぎたい人はたくさんいると思う。

＜機械器具小売業＞ 有給休暇取得促進をし
ているが、人手不足であり働いている社員は
長時間労働となっている。働き方改革によ
り、人手不足は一層深刻化している。

＜一般貨物自動車運送業＞ 長時間労働の是
正や年次有給休暇の取得促進等に取り組んで
いるが運輸業界においては、人材不足もあり
極めて厳しい状況にある。さらに、輸送規則
が厳しくなり、物流にも影響を与えるものと
思われ、政府の対応をお願いしたい。

＜ホテル・旅館業＞ 労働時間の減少を目指
すが比例して業務量が減るわけではないた
め、効率化を進める必要がある。

＜土木・建築サービス業＞ 休暇や時間外な
どについて、若年層は成果が出ているが、中
高年齢層への負担が増加しているように見受
けられる。長期的には継続が難しいと思われ
るため対策が必要である。

＜廃棄物処理業＞ これだけ人手不足なの
に、働き方改革での休暇を取得させなければ
ならない矛盾を理解できない。外国人の採用
も就労可能な職種ではないので外国人も採用
できない。

＜情報サービス業＞ 当業界は人件費が原価
（生産コスト）であり、時間制限や有給取得
のダメージが徐々に拡大すると予想する。ま
た、インターバル制度なども始まり、特定の
労働者に頼る生産ではなく、複数人での対応
を余儀なくされるだろう。特定の深い知見者
の下、プロジェクトを行う方法から、要員増
などを含め、より良い労働環境の改善に努め
ていく。

経営のポイント

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１２月号
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― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１２月号

（図表１） （単位：年率％）

２０１９年９月（今回） ２０１９年６月（前回）
２０１８ ２０１９ ２０２０ ２０２１ ２０１８ ２０１９ ２０２０ ２０２１

実質GDP １．９ １．１ １．２ １．４ １．８ １．２ １．４ １．４

個人消費 １．４ １．３ １．３ １．３ １．３ １．４ １．４ １．３

政府消費 １．１ １．５ １．５ １．４ １．１ １．４ １．４ １．４

固定投資 ２．３ ３．１ １．９ ２．１ ３．３ ２．７ ２．０ ２．０

輸出 ３．５ ２．３ ２．４ ３．０ ３．２ ２．２ ２．９ ３．２

輸入 ２．７ ２．６ ３．１ ３．４ ３．２ ２．７ ３．２ ３．４

失業率 ８．２ ７．７ ７．５ ７．３ ８．２ ７．７ ７．５ ７．３

インフレ率 １．８ １．２ １．０ １．５ １．８ １．３ １．４ １．６

ECBマクロ経済見通し

（出所）ECB

（要約）

○欧州経済にとって、米中貿易戦争は長期的なマイナス要因。

○ブレグジットをめぐる混乱が、欧州経済に与える影響は限定的。

○今後はドイツを中心に、域内国の構造改革とユーロ高リスクに留意。

はじめに

欧州経済の低迷が続いています。さらに今後についても暗い見通しが増えています。その要因

は「米中貿易戦争」でしょうか、それともブレグジットでしょうか。本レポートでは第一に欧州

経済が低迷している現状を紹介し、その要因は何か、その状況は今後どう変化していくか、とい

う点を考察します。次に、その状況に欧州の政策当事者はどのように対処し、金融市場にはどの

ような影響があるか、という点について考えます。

１．欧州経済は大きく減速へ

最初に、欧州中銀（ECB）の経済見通しを紹介します。ECBの調査対象は直接にはユーロ圏で

すが、ドイツ・フランスを中心とした主要国を含んでいる上、欧州委員会と緊密に調整を取りな

がら作成されており、英国を除いたEU全体の経済の分析とみなしてよいでしょう。

今年９月に公表された「ECBスタッフ・ユーロ圏マクロ経済見通し」（図表１）によれば、最近

の数か月、ユーロ圏の景況感指数は悪化を続けており、特に製造業においてその傾向が顕著です

（その後１０月２４日に開催されたECB政策理事会後の記者会見では、ドラギ総裁から景況感の悪化

が製造業からサービス業に広がっているという認識が示されました）。

欧州の経済・金融見通し
－米中貿易戦争とブレグジット－

寄稿

国際大学 特別招聘教授

林 秀毅
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寄稿

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１２月号

（図表２） （単位：１０億ユーロ、％）

貿易相手先
EU２８カ国からの輸出 EU２８カ国からの輸入 貿易収支

１８年１‐８月 １９年１‐８月 伸び率 １８年１‐８月 １９年１‐８月 伸び率 １８年１‐８月 １９年１‐８月

米 国 ２６５．５ ２９５．９ １１．５０％ １７４．９ １９３．２ １０．５０％ ９０．６ １０２．７

中 国 １３６．３ １４５．３ ６．６０％ ２５２．５ ２７２．７ ８．００％ －１１６．３ －１２７．４

日 本 ４２．３ ４５．４ ７．３０％ ４６．７ ４９．８ ６．６０％ －４．４ －４．４

EU２８カ国の主要貿易相手先

（出所）欧州委員会（EUROSTAT）

この要因としては、「グローバルな不確実性の持続」が挙げられています。具体的には、世界

的な保護主義の高まりによる貿易の縮小と無秩序なブレグジットへの懸念などを指しています。

このような下振れ要因をふまえ、ECBは２０１９年９月時点の経済見通しを、前回６月時点に対し下

方修正しました。

先ず、２０１９年の実質経済成長率（GDP）は１．１％（前回：１．２％）へ、同２０２０年は１．２％（前

回：１．４％）へ引き下げられました。その内訳要因として、固定資本投資の伸び率は２０１９年３．１％

から２０２０年１．９％への低下を予測しており、製造業を中心とした域内企業の活動が大幅に悪化す

ると考えられています。

一方、GDP全体に占める比重の高い個人消費は、２０１９年１．３％という伸び率が、２０２０年も変わ

らず据え置かれています。

その理由として、ユーロ圏内で失業率の低下と賃金の上昇傾向が続いているため、この点が個

人消費を支えることが挙げられています。

２．「米中貿易戦争」の影響をどう見るか

以上のようなユーロ圏の内需の動向に対し、貿易の現状はどうなっているでしょうか。欧州委

員会統計局が月次で発表している「ユーロ圏の国際貿易動向」によると、意外なことに今年１月

から８月までのユーロ圏輸出総額は前年同期比で３．０％の増加を示し、ユーロ安傾向によるプラ

ス面を考慮しても、堅調に推移していたのです。

さらに、その要因を国別にみると、対米国・対中国で共に高い伸びを示していることが判りま

した（図表２）。これは、米中貿易戦争の深刻化により、ユーロ圏が米・中それぞれの貿易相手

として代役を果たすメリットを受けたことを意味しています。

それでは、このようなメリットは長続きするでしょうか。

ECBによれば、２０１８年後半以降、世界全体で見ると「貿易とGDPのデカップリング」という

現象が目立っています。即ち、四半期ベースで見た世界の貿易の伸びは既に２０１８年第三四半期か

ら落ち込んでいましたが、２０１９年に入るとマイナスに転じています。一方、この間、世界各国の

GDPの伸びも鈍化していますが、鈍化の程度は貿易ほどではありません。このデカップリングと
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いう現象は、２０１８年後半に貿易が落ち込み各国の鉱工業生産の急激な低下を通じ投資が弱まる一

方、消費は時間差を置いて年明け以降に弱まったことにも現れています。

これに対し欧州では、依然として消費が堅調という見通しになっていますが、米中摩擦問題が

今後も長期間に渡り持続した場合、米中両国、とりわけ中国経済の成長率の低下傾向が顕著にな

り、欧州からの輸出に与える悪影響を通じ、欧州経済の成長低下要因になるでしょう。

先に取り上げた「ECBスタッフ見通し」によれば、２０１９年の輸出伸び率を見ると、２．３％（前

回：２．２％）へ上方修正しています。一方、２０２０年に入ると輸出伸び率見通しは、２．４％（前回：

２．９％）へ大きく下方修正されています。

以上のような２０１９年・２０２０年のユーロ圏からの輸出見通しは、米中摩擦がユーロ圏からの輸出

に対し短期的にはプラスだが長期的にはマイナスの影響を与える、という見方を裏付けるものと

いえるでしょう。

３．ブレグジットの欧州経済への影響度

１０月下旬、ジョンソン英首相が欧州連合（EU）との間で合意した新たな離脱協定案につい

て、英議会で審議日程を短縮する案が否決されたため、実質的に１０月末のEUからの離脱が不可

能となり、離脱期限が延長されることになりました。EUは期限の延長を認め、延長後の期限を

来年１月末とすることで英国と合意しました。

筆者は、ブレグジット交渉には従来から、以下のような根本的な矛盾を抱えていると考えてい

ます。

（１）英国が移民などの移動の自由を制限しながら、単一市場との自由貿易を維持しようとして

いること。

（２）英国が離脱後も北アイルランドとの主権国家としての一体性を維持しつつ、北アイルラン

ドとアイルランド共和国の自由な通行を維持しようとしていること。

（３）現時点でも英国民の大部分がノーディールは避けたいと考えているが、EUは期限の延長

は認めても合意内容を引き出そうと考えていること。

特に現在、最大の問題は、（２）で述べたアイルランド国境問題です。ジョンソン首相はアイ

ルランド国境をどう扱うか確定するまで、北アイルランドをEUの関税同盟に残すという考えを

示しました。言い換えれば、北アイルランドを英国から切り離しブレグジットの実現を最優先す

るものです。上に述べた「北アイルランドとの主権国家としての一体性」を犠牲にする内容であ

り、英国内では政治的に大きな反発を呼びました。このように、上に述べた矛盾はいつかは表面

化せざるを得ません。
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ジョンソン首相は、今年末１２月１２日に総選挙を行う考えを示し、野党・労働党がこれに応じま

した。総選挙で与党・保守党が勝利すれば、離脱の可能性が高まり、野党が勝利すれば再度、国

民投票が実施されることになるでしょう。また、議論がまとまらず再び「合意なき離脱」の可能

性が高まるリスクも否定できません。

このように英国内の情勢は依然流動的です。しかし今後どのような展開になっても、結局は上

に述べたような矛盾が表面化します。そのため、ブレグジット交渉により英国がEUからいいと

こ取り、あるいは特別扱いを引出す目的は失敗に終わったことが明らかにならざるを得ません。

そう考えれば、ブレグジット交渉の過程では紆余曲折があり金融市場や企業戦略に影響を与え

るものの、最終的には英国とEUの関係は離脱前の状態から大きく変わらないため、欧州経済へ

の影響度は限定的に留まることになるでしょう。

４．ドイツの構造問題とユーロ・レート

最後に、欧州経済について今後留意すべきポイントを付言したいと思います。欧州現地では、

域内の景気低迷の原因をすべて米中貿易摩擦に負わせるべきでなく、硬直的な労働市場による低

い生産性と高齢化、自動車・化学など既存の製造業への依存など、欧州自身が内部に抱える問題

にこそ取り組むべきという見方があります。

経済成長の要因分析を行い、対外的な貿易摩擦、内部の構造要因、循環的な要因などに切り分

けることは容易ではありません。そのため対外要因にその責めを押し付ける議論が行われがちで

あることへの貴重な警鐘でしょう。

さらに、ユーロ圏では、米中など域外各国の景気減速が進むと、これらに向けた輸出が低迷す

ると同時に、ユーロ圏は対外的な要因の影響を受けて成長が鈍化するとともに、１ユーロ＝１．２

ドルの水準へ為替レートが押し上げられる可能性が高まるでしょう（図表３）。以上の点は特

に、域内最大の経済国であり、現在景気低迷に苦しんでいるドイツに当てはまると思われます。

１０月２４日、任期最後の政策理事会を迎えたECBのドラギ総裁が緩和姿勢を強く打ち出した背景

もこのあたりにあると思われます。
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（図表３）

（参考資料）

（公）日本経済研究センター「林秀毅の欧州経済・金融リポート」（毎月１０日頃配信）

https : //www.jcer.or.jp/j-column/column-hayashi

＜執筆者紹介＞

林 秀毅（はやし ひでき）１９８１年東京大学卒業、同年日本興業銀行入行。調査部主任部員、み

ずほ証券エコノミスト、一橋大学客員教授、慶応義塾大学特任教授等を経て現職。日本経済研究

センター特任研究員、日立総合計画研究所リサーチフェローを兼務。北海道EU協会顧問。
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経済コラム 北斗星

IR（統合型リゾート）論議の行方
政府が９月４日にIRの立地区域の選定に向けた基本方針案を公表して以来、北海道におい

ても誘致を目指して立候補すべきか否かの論議が急速に高まってきている。道内の有力候補

地と目されている苫小牧市においては、市長を先頭に、１０月２８日に誘致決議を行った市議会

等が一体となって、鈴木知事に対してIR設置に向けて早急に意向表明を行うよう要請した。

これに対し鈴木知事は、政府の検討作業が１月以降本格化すると見られていることを踏ま

え、道議会の決議を得たうえで、年内には結論を出したいとしている。道庁は１０月中に、札

幌、函館、苫小牧、旭川、釧路の５都市で説明会を開催したほか、１１月上旬中に一定数の人

数から意見を聴取する「グループインタビュー」を実施する。こうした道民の意見の集約結

果は、本稿執筆時点で未だ公表されていないが、１０月に実施した北海道新聞の世論調査で

は、誘致反対が６４％を占め、賛成派の３４％を大きく上回ったとのことである。

こうした状況下、北海道経済連合会など経済４団体は、１０月２１日、「緊急共同宣言」を公

表、「道としての早期の誘致表明を強く希望」する旨の意向表明を行った。本宣言によれ

ば、北海道にIRの誘致が実現すれば、「世界中からビジネス客が来訪し、国際会議や国際見

本市等を通じた交流による新たなビジネスが創出される」とされている。一方、北海道庁の

試算によれば、IRへの訪問者数は年８６０万人、IR全体の売上高は年１，５６０億円、就業誘発人数

は２１，０００人、道への納付金等は２３４億円とされている。IRが実現すれば、①交流人口が増

え、②雇用が増え、③地元に相当のお金が入る、ということで、ビジネスに限ってみれば誘

致賛成ということだろう。もっとも、目下のところどのような施設がどのような規模で構築

されるのか、総合的かつ具体的な構想が全く未定な段階でのこれらの期待はやや上滑りして

いると言わざるを得ない。仮に、IRが横浜、大阪、北海道の３拠点に決まれば、ゴールデン

ルートの入り口、出ロである関東と関西に訪問客が逆に集中する懸念もないとは言い切れな

い。ただ、今は、一刻も早く手をあげておかないとチャンスを逸してしまうということで物

事が進んでいるので、それはそれで仕方ない面もある。今後、「北海道らしいIRとは何か」

という総合的な見取り図を早急に議論しなければならない。

次に、IR誘致に際しての大きな問題として、ギャンブル依存症対策と自然環境保全の２つ

がある。私見では、ギャンブル依存症への対策は、管理可能な技術的問題であると思う。こ

の問題はカジノが社交の場からギャンブル優先の遊びの場に変わってしまったために生じた

問題であるが、既に世界各地で実施されている施策を研究し、しっかりした対策を講ずるこ

とで何とか管理できると思う。問題は環境問題である。苫小牧の候補地は、ウトナイ湖など

貴重な自然を育む森林地帯であり、環境保全には十分な配慮が必要である。苫小牧市は、先

の市議会での誘致促進決議と同時に１８百万円の環境アセスのための予算を計上したとのこと

である。美しい自然を「売り」材料にしながら、自然破壊を招くということのないように是

非心掛けてもらいたいものだ。

（注）令和元年１１月１３日の北海道新聞によれば、北海道庁は苫小牧市内のIR候補地の環境影響評価（アセスメン
ト）について、一般的には３年程度かかるとの見通しを示している。

（令和元年１１月１３日 北洋銀行顧問 横内 龍三）
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年度 ９９．７ △２．４ ９９．８ △０．８ ９９．７ △０．９ ９９．６ △１．０ ９２．６ △４．７ ９５．２ ０．２
２０１６年度 ９９．８ ０．１ １００．６ ０．８ ９９．４ △０．３ １００．２ ０．６ ９２．３ △０．３ ９３．９ △１．４
２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．０ △２．３ １０３．８ ０．３ ９７．９ △３．５ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２

２０１８年７～９月 ９５．８ △４．２ １０３．６ △０．７ ９６．８ △３．６ １０２．４ △１．２ １０２．１ △０．８ １０２．０ ０．４
１０～１２月 ９９．０ ３．３ １０５．０ １．４ ９８．８ ２．１ １０３．４ １．０ １０５．２ ３．０ １０２．９ ０．９

２０１９年１～３月 ９７．５ △１．５ １０２．４ △２．５ ９６．４ △２．４ １０１．２ △２．１ １０６．１ ０．９ １０３．８ ０．９
４～６月 ９５．８ △１．７ １０３．０ ０．６ ９５．４ △１．０ １０２．２ １．０ １０５．７ △０．４ １０４．７ ０．９
７～９月 p９３．０ △２．９ １０２．５ △０．５ p９２．４ △３．１ １０２．１ △０．１ p１０７．８ ２．０ １０２．９ △１．７

２０１８年 ９月 ８９．５ △９．０ １０３．５ △０．１ ９０．７ △８．８ １０２．１ △０．９ １０２．１ △０．４ １０２．０ ０．２
１０月 ９８．８ １０．４ １０５．６ ２．０ ９８．７ ８．８ １０４．４ ２．３ １０４．９ ２．７ １０１．５ △０．５
１１月 ９８．９ ０．１ １０４．６ △０．９ ９９．７ １．０ １０２．８ △１．５ １０３．９ △１．０ １０１．６ ０．１
１２月 ９９．３ ０．４ １０４．７ ０．１ ９７．９ △１．８ １０３．１ ０．３ １０５．２ １．３ １０２．９ １．３

２０１９年 １月 ９６．７ △２．６ １０２．１ △２．５ ９５．４ △２．６ １００．６ △２．４ １０３．７ △１．４ １０２．０ △０．９
２月 ９８．８ ２．２ １０２．８ ０．７ ９８．２ ２．９ １０２．２ １．６ １０４．１ ０．４ １０２．４ ０．４
３月 ９７．０ △１．８ １０２．２ △０．６ ９５．７ △２．５ １００．９ △１．３ １０６．１ １．９ １０３．８ １．４
４月 ９５．６ △１．４ １０２．８ ０．６ ９５．０ △０．７ １０２．７ １．８ １０３．１ △２．８ １０３．８ ０．０
５月 ９７．２ １．７ １０４．９ ２．０ ９６．３ １．４ １０４．０ １．３ １０４．５ １．４ １０４．３ ０．５
６月 ９４．６ △２．７ １０１．４ △３．３ ９５．０ △１．３ ９９．８ △４．０ １０５．７ １．１ １０４．７ ０．４
７月 ９３．９ △０．７ １０２．７ １．３ ９３．７ △１．４ １０２．５ ２．７ １０７．１ １．３ １０４．５ △０．２
８月 r ９３．０ △１．０ １０１．５ △１．２ r ９２．２ △１．６ １０１．２ △１．３ r１０２．５ △４．３ １０４．４ △０．１
９月 p９２．２ △０．９ １０３．２ １．７ p９１．３ △１．０ １０２．７ １．５ p１０７．８ ５．２ １０２．９ △１．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 ９５３，９０７ ０．４ １９５，２６０△１．１ ２０２，８４９ △３．５ ６５，６０７ △３．４ ７５１，０５８ １．６ １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８６８ ０．４ １９５，４８３△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９６４ △２．１ ７６５，４０９ ０．６ １３１，５１８ ０．５

２０１８年７～９月 ２３５，９３８ ０．９ ４７，８８８ ０．２ ４５，８６０ △４．１ １４，７３３ △４．０ １９０，０７８ ２．１ ３３，１５５ ２．２
１０～１２月 ２６１，４４９ ０．０ ５３，１２４△０．７ ５７，５０７ ０．５ １８，３５３△１．８ ２０３，９４２ △０．２ ３４，７７１ △０．２

２０１９年１～３月 ２３７，２６６ ０．１ ４７，２１１△１．２ ５１，１１３ △０．３ １５，５９９ △２．９ １８６，１５３ ０．２ ３１，６１３ △０．３
４～６月 ２３２，０４７ ０．４ ４６，９６２△０．６ ４５，０３７ △２．０ １４，９５８ △２．１ １８７，０１０ １．０ ３２，００４ ０．１
７～９月 ２４０，１１８ １．８ ４８，８４７ ２．０ ４８，２６７ ５．２ １５，６０１ ５．９ １９１，８５１ ０．９ ３３，２４７ ０．３

２０１８年 ９月 ７４，５８４ １．６ １５，１３５ １．１ １３，７８４ △９．９ ４，６００ △３．８ ６０，７９９ ４．６ １０，５３５ ３．４
１０月 ７７，１０５△１．２ １５，８６２△０．２ １６，２４２ △１．７ ５，１５９ △０．１ ６０，８６３ △１．０ １０，７０３ △０．２
１１月 ７９，９７６ ０．６ １６，４３７△１．７ １７，６２６ ３．４ ５，７８９ △２．３ ６２，３５０ △０．１ １０，６４８ △１．３
１２月 １０４，３６８ ０．３ ２０，８２５△０．５ ２３，６３９ ０．０ ７，４０５ △２．５ ８０，７２９ ０．４ １３，４２０ ０．７

２０１９年 １月 ８１，５０５△０．５ １６，３２２△３．０ １８，０７９ ０．９ ５，３８０ △４．９ ６３，４２６ △０．９ １０，９４１ △２．０
２月 ７４，１９８ ０．６ １４，３４５△１．５ １５，５５６ △０．６ ４，６００ △２．２ ５８，６４２ ０．９ ９，７４６ △１．２
３月 ８１，５６３ ０．２ １６，５４４ １．０ １７，４７８ △１．３ ５，６１９ △１．６ ６４，０８５ ０．６ １０，９２６ ２．４
４月 ７６，５２５△０．７ １５，３５４△１．４ １４，６２４ △３．２ ４，８９４ △２．２ ６１，９０１ △０．１ １０，４６０ △０．９
５月 ７７，３０９ ０．６ １５，６３１△０．２ １４，９４０ △０．７ ４，８４９ △１．９ ６２，３７０ ０．９ １０，７８３ ０．６
６月 ７８，２１３ １．１ １５，９７７△０．３ １５，４７３ △２．２ ５，２１６ △２．２ ６２，７３９ ２．０ １０，７６１ ０．６
７月 ７８，６３０△３．２ １６，２４２△４．５ １５，９０９ △５．２ ５，４１２ △３．７ ６２，７２２ △２．７ １０，８３０ △４．９
８月 ８０，２２２ ０．１ １５，８８９ ０．９ １４，９２７ △２．４ ４，５７４ １．３ ６５，２９５ ０．７ １１，３１５ ０．７
９月 ８１，２６６ ９．０ １６，７１６ １０．４ １７，４３１ ２６．５ ５，６１５ ２２．１ ６３，８３５ ５．０ １１，１０１ ５．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１２月号

ｏ．２８１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２４～０２８　主要経済指標  2019.11.19 16.33.33  Page 24 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 １３６，９７８ ０．１ ４１，９８４△０．７ ２４２，７１４ ５．６ ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，１６４ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，４０１ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７３４ △０．５

２０１８年７～９月 ３６，２９２ ０．９ １１，３９７ ０．９ ６７，７１１ ３．３ １６，２４９ ５．５ ３４，６３４ ４．７ ８，２５９ ０．８
１０～１２月 ３８，６２７ ３．０ １１，５１４ ２．２ ６５，９３７ ３．３ １６，３５９ ４．８ ３７，０２９ ４．４ ８，７７３ ０．６

２０１９年１～３月 ３８，１４６ ３．４ １１，１８４ ２．３ ６７，３６１ ５．４ １５，８４０ ５．０ ２５，３６４ １．３ ７，０９２ △１．７
４～６月 ３３，２６９ ４．２ １０，５５９ ４．９ ６８，３９５ ５．５ １６，７４８ ５．０ ３７，６４２ １．９ ８，５９５ △０．２
７～９月 ４４，９３８ ２３．８ １３，２９９ １６．７ ７２，３５１ ６．９ １７，８２５ ９．７ ３５，６３４ ２．９ ８，６３６ ４．６

２０１８年 ９月 １２，００１ １２．０ ３，３８１ ７．３ ２２，２１８ ５．３ ５，１４３ ４．８ １１，７６７ ２０．２ ２，５９０ ３．３
１０月 １０，８３５ １．８ ３，０９９ ０．０ ２１，６２４ ２．７ ５，３２１ ６．３ １１，５３２ ５．０ ２，７４４ ５．６
１１月 １１，４９２ ０．４ ３，３７１△１．７ ２１，６９９ ３．５ ５，１９９ ４．４ １１，６７８ ５．７ ２，６８５ △２．４
１２月 １６，３００ ５．８ ５，０４４ ６．５ ２２，６１４ ３．８ ５，８３９ ３．９ １３，８１９ ２．９ ３，３４５ △０．８

２０１９年 １月 １３，０５９ ０．８ ３，８４９ ０．２ ２４，０５６ ６．２ ５，２５８ ４．９ ８，２８０ ０．２ ２，３６３ △２．０
２月 １０，２１５ ２．７ ３，０７４ ０．３ ２２，４８２ ５．１ ５，０１０ ４．４ ７，５１４ ３．０ ２，１３９ △１．４
３月 １４，８７２ ６．２ ４，２６１ ５．９ ２０，８２３ ４．９ ５，５７１ ５．７ ９，５７０ ０．９ ２，５９０ △１．５
４月 １０，６８７△１．０ ３，３５４ ０．６ ２２，４４０ ４．５ ５，４７８ ３．３ １２，１７３ △１．０ ２，８７０ △３．５
５月 １０，９５２ ６．１ ３，４６６ ７．０ ２２，３７９ ６．３ ５，６１７ ６．１ １３，８１６ ４．４ ３，０４０ ３．０
６月 １１，６３０ ７．７ ３，７３８ ６．９ ２３，５７６ ５．６ ５，６５４ ５．５ １１，６５３ ２．０ ２，６８５ ０．０
７月 １２，３４５△４．３ ４，０３７△１０．６ ２３，２６２ ４．２ ５，７７３ １．８ １１，３７１ △２．３ ２，７２４ △７．１
８月 １４，１９０ ２４．５ ４，１０８ １７．４ ２４，２５９ ４．７ ５，７８７ ６．５ １１，７１３ ４．３ ２，８６６ ４．７
９月 １８，４０３ ５３．３ ５，１５４ ５２．４ ２４，８３０ １１．８ ６，２６５ ２１．８ １２，５５０ ６．７ ３，０４５ １７．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．７
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５

２０１８年７～９月 １５３，４８９ １．５ ３１，８６７ ２．６ ２４５，１８８ △３．４ ２８２，３８０ ２．３ ３，８５０ △７．２ ４６８ ２．０
１０～１２月 １４３，９４３ ０．３ ３０，２６８ １．６ ２７０，２５８ △５．７ ３００，２３６ ２．１ ３，２５１ △０．９ ４４７ １．１

２０１９年１～３月 １３４，９１９ １．８ ２８，６９２ ２．６ ２５９，５５６ △２．３ ２９２，２８４ ２．４ ３，１３０ ２．７ ５６６ １０．６
４～６月 １４４，５２５ ２．５ ３０，３５２ ２．３ ２７３，６０１ １１．３ ２９２，９７３ ４．２ ３，４４３ ３．８ ４４２ ９．７
７～９月 １５５，６６４ １．４ ３１，９１２ ０．１ ２６７，４７６ ９．１ ２９４，９８７ ４．５ ４，１７３ ８．４ p ４４０ △６．０

２０１８年 ９月 ４８，９０６ ３．１ １０，２２２ ４．５ ２３５，６９７ △２．９ ２７１，２７３ ０．９ １，０１７ △２２．１ ９１ △２４．０
１０月 ４７，０７７△２．３ ９，９８６ ０．０ ２５７，７７８ △１４．６ ２９０，３９６ ２．７ １，１３２ △７．３ １２１ △１２．３
１１月 ４６，１５８ １．８ ９，７１６ ２．０ ２６４，７６７ ０．６ ２８１，０４１ １．３ １，０５３ １．３ １１５ △５．５
１２月 ５０，７０８ １．４ １０，５６６ ２．８ ２８８，２２９ △２．３ ３２９，２７１ ２．２ １，０６６ ４．５ ２１１ １５．５

２０１９年 １月 ４５，４４４ ２．１ ９，５６４ ２．６ ２５４，３４２ △６．８ ２９６，３４５ ２．３ １，００４ ４．６ ２１２ １５．０
２月 ４２，７２１ ２．６ ９，００３ ３．８ ２５０，５７２ ６．１ ２７１，２３２ ２．１ ９９６ △０．２ ２０４ １０．６
３月 ４６，７５４ ０．７ １０，１２６ １．６ ２７３，７５５ △５．０ ３０９，２７４ ２．７ １，１２９ ３．６ １５０ ４．８
４月 ４６，６１５ ２．８ ９，９７７ ２．６ ２７９，７４４ １３．３ ３０１，１３６ ２．３ １，０３７ ４．７ １２７ ６．５
５月 ４９，１５５ ３．５ １０，２５８ ２．８ ２７０，８１９ ６．５ ３００，９０１ ７．０ １，１９６ ７．１ １４９ １０．４
６月 ４８，７５５ １．１ １０，１１６ １．４ ２７０，２４１ １４．４ ２７６，８８２ ３．５ １，２１０ ０．２ １６６ １１．５
７月 ５２，６９７ ０．１ １０，７６０△１．３ ２５３，１６７ ２．３ ２８８，０２６ １．６ １，２９９ △０．１ ２０１ １．９
８月 ５３，４６７ ２．９ １０，９５０ １．９ ２６２，４８７ ４．０ ２９６，３２７ １．３ １，５３１ △０．１ １４３ △２０．４
９月 ４９，５００ １．２ １０，２０３△０．２ ２８６，７７５ ２１．７ ３００，６０９ １０．８ １，３４３ ３２．０ p ９６ ５．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１２月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１５年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１４ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８

２０１８年７～９月 １０，１１７ △４．１ ２，４６４ △０．２ ５２８ △２２．３ １２，１８５ △０．４ ２６，７０９ ４．８
１０～１２月 ９，６１０ △１．０ ２，４５９ ０．６ ４８２ １４．６ １１，６４７ １．１ ２４，２１０ ２．０

２０１９年１～３月 ５，４７０ △２．３ ２，１５６ ５．２ ２９６ ３０．６ １０，０６０ △９．７ ２７，８６８ △２．５
４～６月 １０，１５５ △３．９ ２，３３５ △４．７ ５２４ △６．８ １１，７３０ △３．４ ２６，６２０ ４．１
７～９月 ９，３６８ △７．４ ２，３３２ △５．４ ６０１ １３．８ １１，２５８ △７．６ ２５，９８９ △２．７

２０１８年 ９月 ３，１５３ △１３．７ ８１９ △１．５ １９７ △１８．１ ４，０２９ △５．７ ９，８５１ △７．０
１０月 ３，８４６ ５．３ ８３３ ０．３ １６７ △８．３ ４，０８０ ０．１ ７，７６２ ４．５
１１月 ３，１７９ △８．０ ８４２ △０．６ １４７ １１．２ ３，７０９ △８．８ ７，７４４ ０．８
１２月 ２，５８５ △０．６ ７８４ ２．１ １６９ ５７．７ ３，８５８ １４．１ ８，７０５ ０．９

２０１９年 １月 １，４６６ ３．９ ６７１ １．１ ９４ ４２．９ ３，６２２ １．８ ６，６９４ △２．９
２月 １，５６１ １３．７ ７２０ ４．２ ９３ ６５．７ ３，４７２ △１１．８ ７，５２１ △５．５
３月 ２，４４３ △１３．２ ７６６ １０．０ １０８ ４．０ ２，９６６ △１８．６ １３，６５３ △０．７
４月 ３，３１１ △１６．５ ７９４ △５．７ ２２５ １１．５ ３，９４０ △４．２ ８，９０６ ２．５
５月 ２，９７９ △９．２ ７２６ △８．７ １３３ △３５．３ ３，６３３ △５．１ ７，６２３ △３．７
６月 ３，８６５ １６．５ ８１５ ０．３ １６６ ７．４ ４，１５７ △１．１ １０，０９１ １２．５
７月 ３，４４３ △２．８ ７９２ △４．１ ２７４ ３９．０ ４，４１６ ２．２ ８，２５１ ０．３
８月 ３，１８６ △６．９ ７６０ △７．１ １７８ ３３．７ ３，６１９ △５．６ ７，３８６ △１４．５
９月 ２，７３９ △１３．１ ７７９ △４．９ １４８ △２４．７ ３，２２３ △２０．０ １０，３５２ ５．１

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１５年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３

２０１８年７～９月 ４５，４６８ △２．５ １５，４９８ ３．２ １５，７３５ △７．６ １４，２３５ △２．５ １，０７５，２８４ ０．９
１０～１２月 ３７，３９１ ０．３ １３，１４６ ７．２ １２，３４８ △３．１ １１，８９７ △３．０ １，０２３，８５１ ５．１

２０１９年１～３月 ４９，１６２ △３．０ １７，８７９ △５．５ １５，１８７ △０．２ １６，０９６ △２．６ １，２７６，３５９ △２．１
４～６月 ４７，０８３ １．２ １５，９６３ ８．７ １６，８３８ △４．２ １４，２８２ ０．２ １，００９，３４３ ２．１
７～９月 ４８，０８１ ５．７ １６，６５６ ７．５ １６，０４１ １．９ １５，３８４ ８．１ １，１５５，４５７ ７．５

２０１８年 ９月 １５，５６４ △６．６ ５，４２４ △１．４ ４，８４０ △１０．８ ５，３００ △７．７ ４０４，０５７ △３．３
１０月 １３，６８２ ９．６ ４，５８４ １４．０ ４，５１６ ６．４ ４，５８２ ８．７ ３４６，８７４ １１．６
１１月 １２，８２３ △２．８ ４，７３３ １５．４ ４，３０４ △７．２ ３，７８６ △１５．１ ３５７，３０７ ７．４
１２月 １０，８８６ △６．０ ３，８２９ △７．５ ３，５２８ △８．７ ３，５２９ △１．６ ３１９，６７０ △３．２

２０１９年 １月 １１，３１５ △３．３ ３，８５６ ０．３ ３，５２０ △３．５ ３，９３９ △６．６ ３４２，４７７ ０．９
２月 １３，８７７ １．６ ４，９３３ ２．３ ４，１５５ ０．１ ４，７８９ ２．１ ４０１，３７６ △０．１
３月 ２３，９７０ △５．３ ９，０９０ △１１．４ ７，５１２ １．２ ７，３６８ △３．３ ５３２，５０６ △５．３
４月 １５，６５５ ８．７ ５，０３６ １５．６ ５，９３３ ６．９ ４，６８６ ４．３ ３１４，９５０ ３．３
５月 １４，４７４ ０．８ ４，８８３ ７．０ ４，７８６ △１０．１ ４，８０５ ７．６ ３２７，４１８ ６．４
６月 １６，９５４ △４．５ ６，０４４ ４．８ ６，１１９ △８．６ ４，７９１ △９．５ ３６６，９７５ △２．２
７月 １６，６１０ △３．２ ５，６２４ △１．１ ６，２９８ △３．１ ４，６８８ △５．９ ３７９，４２２ ２．９
８月 １２，８６６ １．０ ４，４１９ ０．７ ４，０７０ △７．５ ４，３７７ １０．７ ３１７，１７９ ４．９
９月 １８，６０５ １９．５ ６，６１３ ２１．９ ５，６７３ １７．２ ６，３１９ １９．２ ４５８，８５６ １３．６

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１２月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４

２０１８年７～９月 １９７，７３６ △１１．２ ３５，９４７ △４．３ １．１９ １．４６ ３２，６６３ △０．４ ８５３，５８７ ０．５ ２．８ ２．５
１０～１２月 ８８，２３２ △２．１ ２９，３５２ ３．６ １．２２ １．５３ ３１，５１８ ２．４ ８４９，８０７ １．１ ２．８ ２．４

２０１９年１～３月 １３４，５８５ ２．６ ２６，４０８ ５．９ １．１９ １．５３ ３４，４０９ １．６ ９０１，０４８ ０．２ ２．８ ２．４
４～６月 ４６８，０８５ ７．２ ５１，０１２ ４．２ １．１４ １．３７ ３３，６３６ １．１ ８４５，９３１ △１．６ ３．０ ２．４
７～９月 ２６０，９０５ ３１．９ ４０，３３６ １２．２ １．２３ １．４３ ３３，５４２ ２．７ ８４７，８３３ △０．７ ２．１ ２．３

２０１８年 ９月 ４２，４４８ △２４．１ １２，１８６ △７．６ １．２２ １．４８ ３１，１５３ △８．６ ８３２，５４１ △５．８ ↓ ２．４
１０月 ４５，９３７ △５．８ １２，８２３ ９．５ １．２１ １．４９ ３６，７４６ ６．７ ９４４，４３３ ５．０ ↑ ２．４
１１月 ２６，８０１ ５．５ ８，１８９ △５．２ １．２３ １．５２ ３１，２９２ ４．４ ８５１，１８９ ３．１ ２．８ ２．４
１２月 １５，４９３ △２．９ ８，３４０ ４．６ １．２２ １．５７ ２６，５１６ △４．７ ７５３，８００ △５．３ ↓ ２．３

２０１９年 １月 ９，２２７ △１７．０ ５，８５３ △４．１ １．２０ １．５６ ３４，５６４ １．７ ９３３，６４８ ３．２ ↑ ２．４
２月 １５，０８６ △１５．０ ７，３９０ ２０．４ １．１９ １．５４ ３４，２０６ ２．６ ９１８，８７４ ２．３ ２．８ ２．３
３月 １１０，２７１ ７．８ １３，１６５ ３．７ １．１９ １．５０ ３４，４５８ ０．６ ８５０，６２１ △５．０ ↓ ２．５
４月 １５７，３１６ △１．３ ２２，３２９ ２．５ １．１２ １．３８ ３５，９６３ ３．４ ８６８，８３３ ０．２ ↑ ２．６
５月 １７１，８５１ １０．９ １４，２０４ １０．５ １．１３ １．３５ ３２，６５１ △０．２ ８４１，３７６ △１．８ ３．０ ２．４
６月 １３８，９１７ １３．５ １４，４７９ １．０ １．１６ １．３７ ３２，２９３ △０．２ ８２７，５８５ △３．３ ↓ ２．３
７月 １３６，７１６ ５４．５ １６，０９１ ２８．５ １．２１ １．４１ ３６，０６４ ４．６ ８８６，５１５ ３．６ ↑ ２．３
８月 ７３，９２８ １０．７ １１，４９３ ２．２ １．２２ １．４４ ３１，７３７ △２．０ ８２９，１７７ △５．０ ２．１ ２．３
９月 ５０，２６０ １８．４ １２，７５１ ４．６ １．２６ １．４５ ３２，８２６ ５．４ ８２７，８０６ △０．６ ↓ ２．４

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１１ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６

２０１８年７～９月 １０２．３ １．７ １０１．１ ０．９ ５３ △１０．２ ２，０１７ △０．７ １１１．４４ ２４，１２０
１０～１２月 １０２．８ １．６ １０１．５ ０．９ ５１ △２１．５ ２，０７０ △１．７ １１２．８７ ２０，０１５

２０１９年１～３月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．８ ５８ △１０．８ １，９１７ △６．１ １１０．１７ ２１，２０６
４～６月 １０２．７ ０．７ １０１．７ ０．８ ６４ ３．２ ２，０７４ △１．６ １０９．８５ ２１，２７６
７～９月 １０２．８ ０．５ １０１．６ ０．５ ４７ △１１．３ ２，１８２ ８．２ １０７．３０ ２１，７５６

２０１８年 ９月 １０２．５ １．８ １０１．３ １．０ １７ △１５．０ ６２１ △８．５ １１１．８９ ２４，１２０
１０月 １０２．９ １．９ １０１．６ １．０ １５ △２５．０ ７３０ △０．４ １１２．７８ ２１，９２０
１１月 １０３．０ １．８ １０１．６ ０．９ １８ △３３．３ ７１８ ６．１ １１３．３７ ２２，３５１
１２月 １０２．６ １．１ １０１．４ ０．７ １８ ０．０ ６２２ △１０．６ １１２．４５ ２０，０１５

２０１９年 １月 １０２．０ １．０ １０１．２ ０．８ １６ △１５．８ ６６６ ４．９ １０８．９５ ２０，７７３
２月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．７ １６ △１５．８ ５８９ △４．５ １１０．３６ ２１，３８５
３月 １０２．３ ０．８ １０１．５ ０．８ ２６ △３．７ ６６２ △１６．１ １１１．２１ ２１，２０６
４月 １０２．８ １．０ １０１．８ ０．９ １６ ０．０ ６４５ △０．８ １１１．６６ ２２，２５９
５月 １０２．８ ０．８ １０１．８ ０．８ ２３ △１４．８ ６９５ △９．４ １０９．８３ ２０，６０１
６月 １０２．６ ０．４ １０１．６ ０．６ ２５ ３１．６ ７３４ ６．４ １０８．０６ ２１，２７６
７月 １０２．６ ０．４ １０１．５ ０．６ １５ △１６．７ ８０２ １４．２ １０８．２２ ２１，５２２
８月 １０２．７ ０．５ １０１．７ ０．５ ２１ １６．７ ６７８ △２．３ １０６．２７ ２０，７０４
９月 １０３．０ ０．５ １０１．６ ０．３ １１ △３５．３ ７０２ １３．０ １０７．４１ ２１，７５６

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１２月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１５年度 ４７７，１７４ １．８ ７４１，１５１ △０．７ １，１３２，８３４ △１６．１ ７５２，２０４ △１０．２
２０１６年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２２２ △３．５ ９８２，７０８ △１３．３ ６７５，４８８ △１０．２
２０１７年度 ３８１，３３０ １．５ ７９２，２１２ １０．８ １，２５３，６６５ ２７．６ ７６８，１０５ １３．７
２０１８年度 ３８４，２５１ ０．８ ８０７，０９５ １．９ １，４３２，３４０ １４．３ ８２３，０４１ ７．２

２０１８年７～９月 ９９，４０９ ４．３ ２０１，５２６ ２．９ ３４６，７４０ ２５．３ ２０７，０３９ １２．４
１０～１２月 １０２，８６８ １．９ ２１１，９２４ １．３ ４３４，２２２ ３５．６ ２２４，４３５ １１．２

２０１９年１～３月 ８０，９８８ △１３．６ １９１，６１６ △３．９ ３３３，１１８ △１０．４ １９７，２５１ △２．０
４～６月 ７０，０１３ △３０．７ １９０，８０１ △５．６ ３３０，３０５ ３．８ １９４，０９２ △０．１
７～９月 ８１，６３７ △１７．９ １９１，５２９ △５．０ p２７２，５９５ △２１．４ p１９６，７５８ △５．０

２０１８年 ９月 ２８，４６３ △１．９ ６７，１６８ △１．４ ８７，３９１ △４．３ ６５，９２７ ７．１
１０月 ３５，２２４ １２．１ ７２，４３５ ８．２ １１５，８５１ ２２．４ ７６，９９７ ２０．０
１１月 ３７，２０２ １３．７ ６９，２７１ ０．１ １３７，２０６ ３５．６ ７６，６６２ １２．５
１２月 ３０，４４２ △１７．３ ７０，２１８ △３．９ １８１，１６５ ４５．７ ７０，７７５ １．９

２０１９年 １月 ２５，４５５ △１０．９ ５５，７４７ △８．４ １２２，４２４ △７．７ ６９，９２４ △０．６
２月 ２７，３２０ △１１．９ ６３，８４９ △１．２ １１４，２０５ △０．６ ６０，５３４ △６．５
３月 ２８，２１３ △１７．４ ７２，０２０ △２．４ ９６，４８８ △２２．２ ６６，７９３ １．２
４月 ２７，２６６ △３４．０ ６６，５８９ △２．４ １３４，４９９ ２４．５ ６６，０５４ ６．５
５月 １８，３１６ △３８．４ ５８，３５３ △７．８ １１５，９７４ △１０．０ ６８，０５５ △１．４
６月 ２４，４３１ △１８．３ ６５，８５８ △６．６ ７９，８３２ △１．８ ５９，９８３ △５．２
７月 ３８，４５６ ２０．７ ６６，４３４ △１．５ １００，０３３ △１．４ ６８，９５７ △１．１
８月 ２２，５１８ △４２．４ ６１，４１２ △８．２ r ９６，４０２ △３９．０ r ６２，８６９ △１１．９
９月 ２０，６６２ △２７．４ ６３，６８３ △５．２ p ７６，１５９ △１２．９ p ６４，９３１ △１．５

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１５年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，９３９ ２．８
２０１６年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９５８ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８５，４７２ ３．０
２０１７年度 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８６ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９８，３０１ ２．４
２０１８年度 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７６ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９

２０１８年７～９月 １６０，６４０ ２．４ ７，７３７，２００ ２．９ １０１，８７３ １．４ ４，９５５，３０８ ３．０
１０～１２月 １６２，９８３ ２．２ ７，７５４，２２８ ２．０ １０３，５５８ １．３ ５，００２，１７７ ２．９

２０１９年１～３月 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７６ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
４～６月 １６５，４０３ ２．２ ７，８７７，３９４ １．１ １０４，２９４ ２．３ ５，０２７，７１９ ２．３
７～９月 １６２，６０６ １．２ ７，９０３，５６１ ２．２ １０４，７２６ ２．８ ５，０４９，１５０ １．９

２０１８年 ９月 １６０，６４０ ２．４ ７，７３７，２００ ２．９ １０１，８７３ １．４ ４，９５５，３０８ ３．０
１０月 １５９，８４５ ２．０ ７，７２７，９１５ １．８ １０２，４５１ １．８ ４，９３２，５４２ ２．９
１１月 １６１，５２３ ２．６ ７，７６７，８８５ １．７ １０２，８７７ １．５ ４，９６０，５９１ ３．１
１２月 １６２，９８３ ２．２ ７，７５４，２２８ ２．０ １０３，５５８ １．３ ５，００２，１７７ ２．９

２０１９年 １月 １６１，１２４ ２．５ ７，７４５，３６９ １．６ １０３，１５９ １．１ ４，９７５，１７１ ２．６
２月 １６１，５４２ ２．３ ７，７３２，４０６ １．３ １０３，５８６ １．０ ４，９７５，１７７ ２．７
３月 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７６ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
４月 １６５，６６４ ３．１ ７，９２０，３８７ １．１ １０３，４３４ ２．０ ５，０３７，０２７ ３．０
５月 １６５，０２４ ２．９ ７，９１１，８１６ ０．９ １０４，０１１ ２．８ ５，００９，４９８ ２．７
６月 １６５，４０３ ２．２ ７，８７７，３９４ １．１ １０４，２９４ ２．３ ５，０２７，７１９ ２．３
７月 １６３，７８４ ２．８ ７，８７４，９３０ １．９ １０４，５５６ ２．４ ５，０１９，９９７ ２．２
８月 １６５，６０８ ３．３ ７，８６４，５０９ ２．０ １０５，５４２ ３．０ ５，０２０，３５０ ２．２
９月 １６２，６０６ １．２ ７，９０３，５６１ ２．２ １０４，７２６ ２．８ ５，０４９，１５０ １．９

資料 日本銀行

主要経済指標（５）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１２月号
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●道内経済の動き

●道内企業の雇用の現状と人手不足対応等について

●働き方改革への取組について

●寄稿
欧州の経済・金融見通し
－米中貿易戦争とブレグジット－

●経済コラム 北斗星
IR（統合型リゾート）論議の行方
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